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難病患者への障害福祉サービス等について 

難病患者への障害福祉サービスについて 

 

 

平成 25 年４月１日から施行された「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（障害者総合支援法）」では、障害者の範囲に難病等が新たに加わり、別紙の対象疾患

による障害のある方についても、必要と認められた障害福祉サービス等の利用が可能となりま

した。 

 

 

１ 利用方法 

   対象疾患に罹患していることがわかる証明書（診断書または特定疾患医療受給者証等）

をお持ちいただき、市役所障害福祉課へ申請してください。（県決定となる障害児入所支

援については児童相談所へ） 

   その後、聞き取り調査、障害程度区分の認定や支給認定等の手続きを経る中で、必要と

認められたサービスを利用できることとなります。 

   自立支援給付の介護給付（３の表の※）の各サービスの利用については、それぞれのサ

ービスで定められた基準以上の障害程度区分の認定が必要となります。 

 

２ 利用手続き（自立支援給付の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 障害福祉サービスの体系 

（１）自立支援給付 

事業名 内容 

居宅介護（ホームヘル

プ） 

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人（平成２６

年４月から対象者を重度の知的障害者・精神障害者に拡大

する予定）に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出

時における移動支援などを総合的に行います。 

同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に、移動に

必要な情報の提供（代筆・代読を含む）、移動の援護等の

外出支援を行います。 

介

 

護

 

給

 

付

 

※

 

行動援護 

自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険

を回避するために必要な支援、外出支援を行います。 
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重度障害者等包括支援 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービ

スを包括的に行います。 

短期入所（ショートステ

イ） 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含

め施設等で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

療養介護 

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、

療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。 

生活介護 

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の

介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を

提供します。 

障害者支援施設での夜

間ケア等 (施設入所支

援) 

施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の

介護等を行います。 

介
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共同生活介護（ケアホー

ム）（平成２６年４月か

ら共同生活援助（グルー

プホーム）に一元化する

予定） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事

の介護等を行います。 

自立訓練（機能訓練・生

活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、

身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行い

ます。 

就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必

要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援（Ａ型＝雇

用型、Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとと

もに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行いま

す。 
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共同生活援助（グループ

ホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の

援助を行います。 

地域移行支援 

障害者支援施設、精神科病院、児童福祉施設を利用する１

８歳以上の者等を対象として、地域移行支援計画の作成、

相談による不安解消、外出の同行支援、住居確保、関係機

関との調整等を行います。 

地

域

相

談

支

援

 

地域定着支援 

居宅において単身で生活している障害者等を対象に常時

の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行います。 

 

（２）補装具費支給 

障害により失われた身体機能を補完・代替するものとして、医師等による専門的な知識

に基づく意見又は診断に基づき、身体に適合するよう作成され、同一製品につき長期間に

わたり継続的に使用される補装具について購入・修理費用を支給します。 

補装具の種目 ：：：： 義肢、装具、座位保持装置、車椅子、電動車椅子、歩行器、歩行補助つえ、

座位保持椅子、起立保持具、頭部保持具、排便補助具、重度障害者用意思伝達装置、盲人用

安全つえ、義眼、眼鏡、補聴器 
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（３）地域生活支援事業 

事業名 内容 

相談支援事業 

障害のある人、その保護者、介護者などからの相談に応じ、必要な情報提

供等や権利擁護のために必要な援助を行います。 

また、自立支援協議会を設置し、地域の相談支援体制やネットワークの構

築を行います。 

コミュニケーシ

ョン支援事業 

聴覚障害者等が日常生活または社会生活上必要な用務を行う際に、意思疎

通を図ることに支障がある人とその他の人の意思疎通を仲介するために、

手話通訳や要約筆記者の派遣を行います。 

日常生活用具給

付等事業 

重度障害のある人等に対し、自立生活支援用具等日常生活用具の給付又は

貸与を行います。 

給付品目：特殊マット、特殊寝台、訓練用ベッド、入浴補助具、移動用リ

フト、T字状つえ、ネブライザー、パルスオキシメーターなど 

移動支援事業 

屋外での移動が困難な障害のある人について、外出のための支援を行いま

す。 

地域活動支援セ

ンター 

在宅の障害者の地域生活を支援するため、日中の活動場所を提供します。 

障害のある人、その保護者、介護者などからの相談に応じ、必要な情報提

供等や権利擁護のために必要な援助を行います。 

その他の事業 

自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業として、次の事業

を行います。 

訪問入浴サービス事業、在宅障害者タイムケア事業、障害児自立サポート

事業、リフト付きバス運行事業、身体障害者用自動車改造費助成 ほか 

 

（４）児童福祉法に基づくサービス（障害児対象） 

事業名 内容 

児童発達支援 

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、その

他必要な支援を行います。 

医療型児童発達支援 児童発達支援の内容に加えて医療的ケアを行います。 

放課後等デイサービス 

生活能力の向上のための必要な訓練、社会との交流の促進、そ

の他必要な支援を行います。 
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保育所等訪問支援 

主に障害児施設にて従事している相談員や保育士が施設に行

き、障害児本人と訪問先スタッフに対して必要な支援を行いま

す。 

障害児入所支援（県決定） 

障害のある児童を入所させて、保護、日常生活の指導及び自活

に必要な知識や技能の付与を行います。福祉サービスを行う

「福祉型」と、福祉サービスに併せて治療を行う「医療型」が

あります。 

 


